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留意点 
・ポイント 

 
 赤：増加要因 
 青：低減要因 
 黒：その他
（導入ポテ
ンシャルに
関する記述
を含む。） 

8.9円は下限。
事故の損害
額が5.8兆円
から１兆円
増えるごと
に0.1円増。 
次世代軽水
炉による合
理化は、定
量的には見
込まず 

燃 料 費 ・
CO2 対 策
費用上昇。 
発電効率
向上。 

燃 料 費 の
ウェイト大。 
発 電 効 率
向上。 
シェールガ
スのメリット
は 資 源 戦
略が鍵。 

主に燃料費
が上昇。 

量産効果でコスト低減の
可能性あり。 
立地の拡大には、規制・
制度改革、系統強化等
が必要。 

安定電源と
して有望。 
電源線のコ
ストの問題
がある。 
導 入 可 能
量拡大には、
立地に係る
課 題 の 解
決などが必
要。 

量産効果でコスト半減の
可能性あり。 

次世代太陽電池が実現
すれば、コストはさらに
下がる可能性あり。 

大量導入には、系統対
策が必要。 

新 規 建 設
地点はある
程度限られ
る。 

安定的な発
電が可能。
多くの場所
で可能性あ
り。 

未 利 用 間
伐 材 の 収
集・運搬距
離等により
燃 料 費 が
変動。 

石炭火力に
バイオマス
を３％混焼。
燃料費上昇
と CO2対策
費減尐はほ
ぼ相殺。 

熱の利用を勘案すると
大規模集中電源並み。
電気代（業務・産業：13.7
円）の節約を考慮すると
需要家のメリット大。 

技術革新に
よる大幅な
コスト低減
の可能性あ
り。 

機器によって幅あり。 
電気代（家庭：20.4円）の
節約を考慮するとメリット
大。 

今後の対応 
○原子力の事故費用：最新の情報が得られ次第、数字を見直し。 ○技術革新や量産効果によるコスト低下：技術革新の進歩や普及の動向に応じて、試算結果の見直しや試算への組込み。 
○系統安定化対策：エネルギーミックスのシナリオが固まった段階でシナリオ毎に試算。 ○経済効果：エネルギーミックスのシナリオが決まった段階でマクロ的な効果として分析・試算。 
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